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研究成果の概要（和文）：開発援助を受けているアジアの4つの途上国（フィリピン、ミャンマー、ネパール、
インドネシア）の主要都市で一般の国民からランダムに選んだ800-1000人の回答者に対してサーベイ実験を行
い、それらの国々の人々が援助をより歓迎する諸条件を明らかにすべく、当初の目的通りにデータを収集するこ
とができた。おもにアメリカの研究協力者2名（カリフォルニア大学モンティノーラ教授、イリノイ大学ウィン
ターズ教授）と、データ分析を進めている。成果としては、一本の論文をすでに査読付国際ジャーナルで公刊
し、もう一本の論文は2020年度のアメリカ政治学会をはじめとする４つの学会・研究会で報告を行なった。

研究成果の概要（英文）：We conducted survey experiments in the major cities of four aid-receiving 
countries in Asia (Philippines, Myanmar, Nepal, Indonesia), targeting the sample of 800-1000 
ordinary citizens and collected data, as originally planned, on various conditions under which these
 citizens tend to welcome/support incoming aid. Together mostly with two collaborating researchers 
from the United States (Professor Montinola at University of California and Professor Winters at 
University of Illinois), we have been analyzing the data. As research output, we have already 
published one article in an international refereed journal, and we have also presented another paper
 based on our results in four academic conferences and workshops, including American Political 
Science Association in 2020. 
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研究成果の学術的意義や社会的意義
日本をはじめ多くの先進国が外交の重要な柱として行っている途上国援助に関しては、使途の不透明性や恣意性
を検証する事例研究、援助がどれほど経済成長を促進する効果をもつかを分析するマクロ経済学的実証研究など
は豊富に先行研究の蓄積がある。しかし、途上国に暮らす一般の人々の視点に立って支援の意義や効果を調査す
る試みは、学術的研究の蓄積が少なかった。本研究では、アジアの複数の国で、ほぼ同時期に大きな規模の調査
を行い、ほぼ同じ内容の質問と実験を行うことによって、データを収集し、分析し、それらの国々の人々が援助
をより歓迎する諸条件を明らかにすることができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
日本をはじめ多くの先進国が外交の重要な柱として行っている途上国支援については、使
途の不透明性や恣意性を検証する事例研究、支援がどれほど経済成長を促進する効果をも
つかを分析するマクロ経済学的実証研究、国際的支援には徳や正義の観点からどのような
規範的根拠を見いだしうるかを探求する政治理論研究など、豊富な研究蓄積があるが、途上
国に暮らす一般の人々の視点に立って支援の意義や効果を調査する学術的研究はそれほど
進んでいなかった。そこで、いくつかの途上国において代表性のあるサンプルを用いてサー
ベイ実験を行い、支援を受ける側の人々の態度と行動に関する知見を集積すること、とりわ
け支援による意図せざる負の外部効果として、人々の公共心や市民的活動への貢献を低下
させたり、自発的で創造的な経済活動を阻害したりする可能性がないかを検証することを
試み、富の再分配がもたらす社会的厚生とその規範的含意を再考するための経験的基盤に
寄与することを目指した。 
 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、理論と実証の両面から、支援を受ける途上国に居住する一般の人々の態度お
よびその形成メカニズムを解明することにある。具体的には、１）支援がもたらすベネフィットとコスト
をとらえる理論モデルを構築すること、２）モデルにしたがって仮説を導出し、その仮説を各国で行
うサーベイ実験に実装すること、そして３）実施されたサーベイ実験から得られたデータを分析する
こと、である。なお、当初の研究計画では、途上国への国際的支援とならんで、一国内において地
域経済の維持・活性化をめざして行われる再分配政策も同様の効果を生じさせるパラレル
性に着目し、上記の理論モデルおよびサーベイ実験を日本にもあてはめ、「補助金漬け」な
どと称される昨今の地方の停滞を解明することも目的としていたが、申請段階から予算が
大きく削られたことにより、海外で行うサーベイ実験を優先とし、国内問題の探究は行わな
いことにした。 
 
３．研究の方法 
本研究では、上記の３つの具体的目的の項目に対応して、次の３つの方法で研究を進めた。まず、
１）支援が人々の公共心や市民的活動への貢献を低下させたり自発的・創造的な経済活動を
阻害したりして負の外部効果がもたらされるメカニズムを、厳密かつ体系的に解き明かす
べく、フォーマルモデルを構築した。次に、２）サーベイ実験を行う対象国として、フィリ
ピン、ミャンマー、ネパール、インドネシアを選び、それぞれの国の社会経済状況や支援を
取り巻く国際環境などを精査した上で実験デザインを作成して、それぞれの国の主要都市
で抽出された代表性ある約 1000名のサンプルに調査を行った。そして、３）収集したデー
タを、様々な観点から、統計的手法を用いて分析した。なお、対象国は、当初は５つの国を
想定しその中にはアフリカの国を含めることを念頭においていたが、申請段階から予算が
大きく削られたことにより、アジアの４カ国に限定することになった。各国でのサーベイ実
験は、日経リサーチ社に委託して行ったが、研究代表者かもしくは研究協力者が立ち合い
CAPI（Computer Assisted Personal Interview）方式の調査に実際に関わる調査員たちへの
説明と教育を行った。 
 
４．研究成果 
最も早い段階で実施したフィリピンでの調査では、実装した実験デザインがやや複雑すぎ
たこと、また CAPI方式による調査の仕方が各調査員で完全に統一して行われなかったこと
などにより、実験の操作統制が徹底しなかった。その経験をふまえ、ミャンマー、ネパール、
インドネシアでは、やや簡略化した実験デザインへと修正し、さらに調査マニュアルへの準拠を
より徹底して、サーベイ実験を行い、有効なデータを収集することができた。 
実験デザインは、基本的には、2つの実験措置と５つのメディエーターで構成し、最終的な従属
変数は「支援を受けることについてどれほど積極的か（How enthusiastic do you feel about 
this aid?）」という質問項目への回答で測定した。２つのメディエータとは、a)支援の使途の裁
量が途上国政府に委ねられるのか、それとも支援国側に残るのか、b)支援国が信頼できる国か、
それとも信頼できない国か、である。５つのメディエーターは、支援を受けると、a)公共サービ
スが増えるか、b)経済によい影響を与えるか、c)政府の汚職が増えるか、d)行政努力が改善する
か、e)次の選挙で現政権与党が勝利する確率が上がるか、である。主要な結果としては、以下の
ことが明らかとなった。 
1) どの国の調査においても、支援国が信頼される国であるほど、支援を受けることにより積極
的になる傾向が見られる 
2) 支援国が使途を決める場合と、途上国政府に裁量が委ねられる場合のどちらの方が、支援を
受けることにより積極的になるかについては、国によって異なる傾向が見られる。すなわち、ネ



パールにおいては前者がより好まれ、インドネシアとミャンマーにおいては後者がより好まれ
る。この差は、そもそも各国において現政府に対する政治的支持・不支持の分布が異なることに
依存する可能性が高く、調査対象者の政党支持態度などをコントロールした上での精査がさら
に必要であることを示唆している。 
3) どの国の調査においても、支援国が信頼できる国である場合、支援は公共サービスを増加さ
せ、また経済によい影響を与えると認識され、そのメディエーション回路を通じて、支援への積
極的支持が高まる傾向が見られる。 
4) ネパールでは、政府ではなく支援国に使途の裁量が残る場合の方が、政府与党の再選確率が
下がると認識され、そのメディエーション回路を通じて、支援の積極的しじが高まる傾向が見ら
れる。しかし、この政治的メディエータの重要性は、他の二つの国では明確に現れてはいない。 
5) どの国の調査においても、二つの実験措置が従属変数に与える回路は、想定された５つのメ
ディエーター以外にもあることが、見出される。 
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